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�．は じ め に

今日，首都圏において地域の福祉力を高める必要性が増大している。２０１１年

２月７日開催の社会保障審議会介護費給付分科会資料「介護保険制度を取り巻

く状況」では，都市部での高齢化の急激な進展に関して，いくつかの重大な数

値を提示している１）。これによれば２００５―２０１５年において，秋田県・山形県・

鹿児島県の６５歳以上人口増加はせいぜい１０％程度にとどまるのに対して，全国

第３位の神奈川県は４７％，第２位の千葉県は５０％，そして第１位の埼玉県は

５５％増にものぼるという。今後の高齢社会化はまさに首都圏で生じる問題であ

るといえ，とりわけ埼玉県は他県以上に地域の介護力を高める努力がなされね

ばならない。

第２に要介護の高齢者に限らず，生活上の支援が必要な障害のある人や一人

暮らしの人などを，地域でケアしていく仕組みが必要である。２０１１年３月１１日

に起きた東日本大震災においても，近隣地域での相互扶助やボランティアなど

の重要性が改めて認識された。とくに震災発生の初期段階では中央政府の対応

は遅れがちとなるため，地域での活動には日常的に培われた福祉力が不可欠で

ある。

そこで本稿では，駿河台大学の地元・飯能市，及びつながりの強い埼玉県西

部地区の計５市について，福祉力の比較を行うとともに，各市の問題を整理す

ることにしたい。以下では先ず，�で各市の人口や面積，財政状況などの基本

的な情報を示す。その後，�では各市の介護保険事業の状況や，市民の福祉力

１）厚生労働省ホームページ・社会保障審議会介護給付費分科会「第７１回（２０１１

年２月７日開催・資料３）」を参照
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（住民のボランティア活動，及び一般的な市民活動状況）を比較する。�では

各市の問題と課題を指摘する。そして最後に�では，自治体タイプを区別した

上で，福祉力向上の方策について若干の考察を行うことにしたい。

�．５市の概要

１．人口や面積

地方自治体の特徴を現す場合にまず基本となるのは人口である。表１aに示す

ように，埼玉県西部地区の５市は人口規模について３分類できる。すなわち，

人口３０万人を超す中核市となっているのが所沢市，１０～３０万人の市が狭山市と

入間市，人口１０万人未満の小都市が飯能市と日高市である。

面積は，飯能市が１９３km２と広大であり，所沢市が７２km２とこれに次いでいる。

狭山市・入間市・日高市はほぼ等しく，４５～４９km２とコンパクトである。飯能

市は人口密度が４３９人／km２と他市と桁が一つ少ないだけでなく，人口の偏在も

大きく，山間地では過疎化が進行している。

２．自治体の財政

ここでは２００９年度の決算状況について，歳入・歳出，及び財政の健全度を示

すことにしたい。

� 歳入

地方自治体の自立度を高めるためには，歳入に占める地方税の割合が高いこ

とが望ましい。しかし，地方税は２００８年度（統計表は省略）と比べてすべての

市で減少している。そして表１bに示すように市により幅があり，所沢市

（５７．５％）と入間市（５４．９％）では比較的高いが，狭山市（４１．９％）と飯能市

（４５．２％）では低い。

次に表１cから地方税に所得割が占める割合をみると，所沢市は４４．３％と他

市よりも高く，所得の高い市民に支えられていることがわかる。これに対して，

飯能市と日高市では所得割は４０％以下と低い。狭山市は２００８年度までは法人税

割が頭抜けて高いのが特徴であったが，他市と同水準にまで低下している。法

人税は景気低迷の影響を受けやすいため，前年度からの歳入に占める地方税の

低下幅も，狭山市が最も大きかった。
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� 財政の健全度

地方自治体の財政運営の指標としては，経常収支比率や財政力指数がよく用

いられる。表１dでもこれらの指標を示している。

�経常収支比率：これは「経常収支（人件費，扶助費，公債費等）／一般財

源等」と定義される。この比率が高いと財政構造が硬直しており，要するに日

常的な支払いだけで歳入が出ていくことになる。

日本全国の市町村平均では，１９９７年度は８３．５％であったのが，２００９年度には

９３．８％に上昇している（財務省２０１０：２０）。埼玉県西部地区の自治体も同様の

水準にあり，狭山市を除く４市は経常収支比率が９０％以上である。これに対し

て狭山市は８８．２％と低く，他市よりも地方単独事業などの実施の余裕がある。

�財政力指数：これは「基準財政収入額／基準財政需要額」で定義される。

各自治体の標準的な支出を地方税など自主財源で賄うことができる割合が高い

ほど，財政力が高い団体ということになる。総務省の「決算カード」には過去

表１ 埼玉県西部地区市町村の概要と財政状況一般―２００９年度決算
ａ．基本項目 単位 所沢市 飯能市 狭山市 入間市 日高市

人口（Ｈ２２．９．１） 人 ３４０，７４３ ８３，１５２ １５５，０２７ １４９，１７２ ５７，０５２

増減率（Ｈ１２―２２） ％ ３．２ －３．２ －４．０ ０．９ ６．１

面積 km２ ７１．９９ １９３．１６ ４９．０４ ４４．７４ ４７．５

人口密度 人 ４，６６９ ４３９ ３，２２３ ３，３２１ １，１２９

財政の状況 単位 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比

ｂ．歳入
の区
分

地方税

千円
・％

５２，５４２，３５８ ５７．５ １２，２０９，５１２ ４５．２ ２２，８５３，１７９ ４１．９ ２１，８３８，１３８ ５４．９ ８，２９４，２０８ ５０．２

地方交付税 １４４，４５７ ０．２ ２，６８６，６５５ ９．９ ２２４，６７１ ０．４ ２３９，８９７ ０．６ ８２７，６５４ ５．０

その他の一般財源 ４，５７５，２８０ ５．０ １，４０８，１３３ ５．２ ２，４９２，７２９ ４．６ ２，２０３，８２６ ５．５ ９３９，９６６ ５．７

（一般財源計） ５７，２６２，０９５ ６２．６ １６，３０４，３００ ６０．３ ２５，５７０，５７９ ４６．９ ２４，２８１，８６１ ６１．１ １０，０６１，８２８ ６０．９

国庫支出金 １０，７０４，０４３ １１．７ ３，８８８，６０１ １４．４ １１，３３０，１８８ ２０．８ ６，２２５，６０４ １５．７ １，５２０，３３０ ９．２

地方債 ４，１０４，７２３ ４．５ １，６７６，７０１ ６．９ ３，８１５，９７８ ７．０ ２，７６８，０７３ ７．０ １，０６１，９３０ ６．４

その他 １９，３３０，８１６ ２１．２ ５，１５７，８６８ １８．４ １３，８０７，３２４ ２５．３ ６，４９６，２８１ １６．３ ３，８７７，８７９ ２３．５

歳入合計 ９１，４０１，６７７ １００．０ ２７，０２７，４７０ １００．０ ５４，５２４，０６９ １００．０ ３９，７７１，８１９ １００．０ １６，５２１，９６７ １００．０

ｃ．地方
税

市町村民税・所
得割 ２３，２９５，３１５ ４４．３ ４，７９５，２５９ ３９．３ ９，６４９，９５３ ４２．２ ８，９０６，３３２ ４０．８ ３，１７２，６３７ ３８．３

市町村民税・法
人税割 １，６２９，７３３ ３．１ ２８０，１３７ ２．３ ７５８，８６２ ３．３ ７２６，３１０ ３．３ ２９８，９４８ ３．６

ｄ．財政
力，
健全
度

経常収支比率 ％ ９２．９ ９２．６ ８８．２ ９１．９ ９３．０

財政力指数 １．１０ ０．８６ １．１２ １．０２ ０．９３

健全化判断比
率・将来負担率 ％ ４１．８ ４９．３ １７．７ ４４．９ ３６．４

ｅ．歳出
の状
況

目的別歳出・民
生費

千円
・％

２９，５９３，１９２ ３３．８ ７，１６０，４８３ ２８．３ １３，３２２，８４３ ２５．４ １３，３２９，５３２ ３４．６ ４，６３９，９３４ ２９．５

目的別歳出・土
木費 ９，４９７，２３８ １０．８ ３，９９３，１２７ １５．８ １１，５５７，２５０ ２２．１ ４，３６３，２８８ １１．３ ２，００６，４９８ １２．７

歳出合計 ８７，６５８，９２３ １００．０ ２５，２９２，３５８ １００．０ ５２，４０５，４７５ １００．０ ３８，５７９，８３７ １００．０ １５，７４１，８６２ １００．０

総務省HP「埼玉県市町村Ｈ２１決算カード」より，筆者作成
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３年間の平均値が示されている。これによると狭山市・所沢市・入間市は財政

力指数が１．００を上回る，地方交付税の不交付団体である２）。一方，飯能市は

０．８６と最も低い。

２００８年に，「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が成立した（中井

２０１０：７２―７９）。この法律では，市町村が財政的に破たんすることを防ぐために，

決算の数値を使って４つの財政指標を計算し，議会への報告と住民への公表を

することが義務づけられている。またこれらの指標値には基準が設けられてお

り，基準を超えて悪化した市町村は，財政を立て直すための計画を策定し，こ

れを実施せねばならない。次の指標には，特別会計や第三セクターを含めた借

入金の状況なども含まれている。

�将来負担比率：これは「借入金残高や退職手当金等の将来負担額／標準財

政規模（地方税や地方交付税など経常的に収入される額）」と定義される。３５０％

以上，つまり，借入金等の返済に３年半分以上のすべての収入が必要な状況に

陥ると，財政健全化計画が必要な市町村になる。２００８年度に夕張市が財政破綻

したことは知られているが，このときの将来負担比率は１，１６４％にも達してい

た。一方，５市はこの指標では財政的に健全といえる。ただし，最も低い狭山

市は１７．７％，最も高い飯能市は４９．３％と幅が大きい。

以上，３つの指標値を家計にたとえて要約すれば，日々の生活のやりくりは

厳しいが，借金はそれほどしていない状態といえる。また，狭山市は借金が少

なく日々の生活にも余裕がある，ということになる。

� 歳出

目的別の歳出は，総務費，民生費（福祉費），土木費，教育費，公債費など

に分類されるが，表１eでは民生費とともに，これと対照されることが多い土

木費を掲載している。歳出合計に占める割合は市により違いがある。すなわち，

相対的に入間市・所沢市では福祉への支出が多いのに対して，狭山市・飯能市

では土木費の割合がより高い。入間市では，民生費：土木費＝３４．６％：１１．３％

で，民生費は土木費の３倍にあたるが，狭山市では，２５．４％：２２．１％と差が小

さい。ただし，狭山市で土木費の額が大きいのは２００９年度のみの特徴である。

２）表１は２００７―２００９年度の財政力指数の平均である。現在は，これら３市も地

方交付税の交付団体となっている。
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飯能市では２００８年度に引き続き，土木費の割合が高い。

�．５市の福祉力

１．介護保険の状況

一般会計における民生費では，児童福祉や障害者福祉，老人福祉（介護保険

を含まない），生活保護などが賄われている。一方，６５歳以上の介護サービス

は，これらとは別に市町村を保険者として特別会計で運営されている。介護保

険のサービスについても，しばしば自治体格差が指摘されるため，ここではそ

の供給と財政状況について示すことにしたい。

� 介護サービスの供給

介護保険制度では２０００年の創設時にはサービスの種類が，「居宅（在宅）サー

ビス」と「施設サービス」に大別されていたが，２００５年の法改正によって「地

域密着型サービス」が追加された。地域密着型サービスとは，サービスの基盤

整備が市町村単位で行われ，基本的に利用がその自治体の住民に限定されるも

のである。その種類には居宅サービスも施設サービスも含まれるが，一人暮ら

しであったり認知症になったりしても地域での生活を継続することが目的とさ

れ，夜間対応型訪問介護や認知症対応型共同生活介護（グループホーム）など

が提供される。

現在は保険給付費の内訳も統計上，「居宅サービス」「地域密着型サービス」

「施設介護サービス」に分類されている。図１でも，５市における２０１０年１２月

分のこれら３つのサービス給付費の構成比を示した。これによると，新設の

「地域密着型サービス」給付費は所沢市で６．９％と最も多く，狭山市で５．６％と

次いで多い。しかし，飯能市では３．１％とあまり整備が進んでいない。従来の

「居宅サービス」給付費でも，同様に所沢市が５８．３％と最も多く，これに対し

て日高市・飯能市では「施設介護サービス」が多い。狭山市と入間市はその中

間である。全国的に都市地域では「居宅サービス」が，町村地域では「施設介

護サービス」が優先して整備されているが，埼玉県西部地区５市の中でも同様

の傾向があてはまるといえよう。

地域福祉を推進するためには「居宅サービス」の重視が望ましい。第１号被

保険者１万人あたりの訪問介護サービス事業所数は，最低の日高市は４．０箇所

であるのに対して，所沢市では７．８箇所と多い。また所沢市は５市の中で唯一，
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夜間対応型訪問介護事業所が存在し，一人暮らし高齢者が夜間に介護を受けな

がら在宅生活を継続するサービスが身近にある３）。

� 保険財政

介護保険は発足以来，高齢者人口の増加を上回る勢いで，サービス需要が増

加してきた。２０００年～２０１０年の１０年間における全国の高齢者人口増加率は３４％

であるが，要介護認定を受けた者の増加率は１２３％と２倍以上になっている４）。

一人あたり保険料も２０００～２００２年の第１期では全国平均で３，０００円弱であった

が，２００６～２００８年の第３期では４，０９０円に上げざるを得なくなった。そこで

２００５年の法改正では第４期以降の介護給付費の急騰を防ぐために，利用を抑制

する様々な仕組みが作られた。

６５歳以上の第１号被保険者の保険料は各市のサービス供給状況に連動して金

額が決定されるが，利用率や各種介護サービスの利用割合，給付水準の高さな

どが反映される。埼玉県は高齢化率が全国一低く，介護必要度が高まる７５歳以

上の後期高齢者も少ない。そのため表２に示すように，５市ともに第１号被保

険者保険料は全国平均を下回っている。しかし，所沢市・飯能市・日高市は

３，９００円台と相対的に保険料が高いのに対して，入間市・狭山市は３，５００円台と

３）埼玉県介護サービス情報公表センターホームページを参照。

４）厚生労働省ホームページ，前掲資料を参照。

図１ 埼玉県西部地区５市における介護保険給付費の内訳（２０１０年１２月分）
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低く，差がある。

飯能市・日高市で保険料が高額であるのは，サービス単価の高い「施設介護

サービス」の給付割合が高いためである。これに対して所沢市は「居宅サービ

ス」を重視しており，要介護認定者一人あたりの給付額ではむしろ最も低い。

しかし，第１号被保険者中の要介護認定者の割合が高いこと，つまり，サービ

ス利用の浸透度が高いことが，保険料が高額となった原因といえる。

２．市民の福祉力

今日の民間福祉部門は，福祉多元主義の流れの中で多様化している。しかし

ここでは，インフォーマルな市民の福祉活動に絞って取り上げる。さらに必ず

しも福祉を目的としない市民活動についても，潜在的な福祉力として示す。

� ボランティアの活発度

表３aは，各市の社会福祉協議会（以下「社協」）で把握しているボランティ

アの人数を示している。社協の統計ではボランティアは種類別に，「団体ボラ

ンティア」と「個人ボランティア」に分けて把握されているが５），その大半は

表２ 埼玉県西部地区５市の介護保険財政―２０１０年度１２月分

市 所沢市 飯能市 狭山市 入間市 日高市

単位 実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合

人口（Ｈ２２．９．１） 人 ３４０，７４３ ８３，１５２ １５５，０２７ １４９，１７２ ５７，０５２

第１号被保険者数 人 ６９，２５４２０．３ １８，６２５２２．４ ３４，４６３２２．２ ３０，２８７２０．３ １２，５７７２２．０

要介護認定者数／
第１号被保険者

人 １０，３２０１４．９ ２，７８１１４．９ ４，５３６１３．２ ４，２３１１４．０ １，６３８１３．０

保険給付費総額 千円 １，０４１，５３８ ３３４，６９５ ４９６，１９４ ４３５，９１７ １９２，１９１

うち，施設介護費 千円 ３６２，９１１３４．８１７０，５０３５０．９１７０，５０３３４．４２０１，０１２４６．１ ９８，２７１５１．１

要介護認定者一人

当たり給付月額
円 １００，９２４ １２０，３５１ １０９，３９０ １０３，０２９ １１７，３３３

介護保険料月額 円 ３，９３４ ３，９９１ ３，５７３ ３，５６１ ３，９８０

埼玉県庁ホームページ「介護保険事業状況報告（平成２２年度１２月分）」，厚生労働省ホームぺージ「第
４期（平成２１―２３）介護保険料，全保険者一覧」より，筆者作成

５）個人ボランティアと団体ボランティアはそれぞれ異なる長所と短所を持ち，

相補的な関係にある。これについては，渡辺（２００４）で考察を行っている。
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表
３
埼
玉
県
西
部
地
区
市
町
村
の
福
祉
力

市
単
位

所
沢
市

飯
能
市

狭
山
市

入
間
市

日
高
市

ａ
．
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活

動
の
状
況

（
Ｈ
２２
）

実
数

人
口
比

実
数

人
口
比

実
数

人
口
比

実
数

人
口
比

実
数

人
口
比

個
人
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
人
数
（
Ａ
）

人
４７

０
．０
１
％

２６
０
．０
３
％

１９
１

０
．１
２
％

８３
０
．０
６
％

４４
０
．０
８
％

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
が
主
目
的
の
団
体
数
（
Ｂ
）

団
体

１６
２

５８
２５

７４
１９

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
が
主
目
的
の
団
体
所
属
人
数（
Ｃ
）

人
６
，０
１９

１
．７
７
％

１
，７
４５

２
．１
０
％

５１
０

０
．３
３
％

３
，２
６１

２
．１
９
％

３２
１

０
．５
６
％

個
人
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・
団
体
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
人
数

（
Ａ
＋
Ｃ
）

人
６
，０
６６

１
．７
８
％

１
，７
７１

２
．１
３
％

７０
１

０
． ４
５
％

３
，３
４４

２
．２
４
％

３６
５

０
．６
４
％

ｂ
．
共
同

募
金

（
Ｈ
２１
）

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

対
象
者

分
類

（
実
数
）

高
齢
者

件
・
円

５
３
，５
５３
，０
００

３
１
，３
３１
，０
００

１１
９
，５
４４
，０
００

７
７
，９
０４
，０
００

６
２
，９
３８
，６
９８

障
害
児
・
者

８
７
，９
１２
，０
００

１
４０
０
，０
００

１２
２
，２
３２
，０
００

６
５
，３
０４
，７
７ ５

２
１
，５
４８
，３
００

児
童
・
青
少
年

２
２
，５
０６
，０
００

５
１
，７
１８
，０
００

５
３
，８
００
，０
００

４
１
，９
８８
，２
２０

３
１
，２
３６
，０
００

住
民
一
般

１１
１６
，８
４９
，０
００

１１
５
，３
７１
，０
００

５
１
，４
４４
，０
００

７
５
，９
１２
，２
４５

８
２
，３
２６
，０
００

対
象
者

分
類

（
構
成
比
）

高
齢
者

％

１９
％

１２
％

１５
％

１５
％

３３
％

５６
％

２９
％

３７
％

３２
％

３７
％

障
害
児
・
者

３１
％

２６
％

５
％

５
％

３６
％

１３
％

２５
％

２５
％

１１
％

１９
％

児
童
・
青
少
年

８
％

８
％

２５
％

１９
％

１５
％

２２
％

１７
％

９
％

１６
％

１５
％

住
民
一
般

４２
％

５５
％

５５
％

６１
％

１５
％

８
％

２９
％

２８
％

４２
％

２９
％

合
計

合
計
数

件
・
円

２６
３０
，８
２０
，０
００

２０
８
，８
２０
，０
００

３３
１７
，０
２０
，０
００

２４
２１
，１
０９
，２
４０

１９
８
，０
４８
，９
９８

人
口
１
万
人
当
た
り
件
数
，
一
人
当
た
り
募
金
額

０
．７
６

９０
２
．４
１

１０
６

２
．１
３

１１
０

１
．６
１

１４
２

３
．３
３

１４
１

ｃ
．
市
民

活
動

年
度

２０
０６
年

２０
０８
年

２０
０６
年

２０
０８
年

２０
０６
年

２０
０８
年

２０
０６
年

２０
０８
年

２０
０６
年

２０
０８
年

公
民
館

設
置
数
＊

箇
所

１２
１１

１２
１３

１ １
１１

１４
１４

６
６

延
べ
利
用
者
数

人
１
，０
６３
，３
４５

８７
９
，１
５０

３２
４
，２
１６

３２
５
，０
０７

６２
０
，４
２７

６０
７
，９
９５

５２
４
，８
７５

５７
４
，７
４０

１６
３
，３
９８

１５
３
，７
１５

一
人
あ
た
り
利
用
回
数

３
．１

２
．６

３
．９

３
．９

４
．０

３
．９

３
．５

３
．９

２
．９

２
．７

老
人
ク
ラ
ブ

老
人
ク
ラ
ブ
数

団
体

８９
８９

３６
３２

５８
５４

７６
７６

老
人
ク
ラ
ブ
会
員
数

人
６
，３
００
人
超

６
，３
００
人
超

２
，３
３３

２
，０
５２

３
，８
２８

３
，５
２４

５
，２
６３

５
，２
６３

比
率

９
．１
％

９
．１
％

１２
．５
％

１１
．０
％

１１
．１
％

１０
．２
％

１７
．４
％

１７
．４
％

老
人
ク
ラ
ブ
助
成
金
額
（
総
額
）

円
１
，９
０２
，０
００

１
，４
９８
，０
００

３
，８
７４
，０
００

３
，５
９５
，０
００

７
，６
４０
，０
００

７
，４
９０
，０
００

老
人
ク
ラ
ブ
助
成
金
額
（
一
人
あ
た
り
金
額
）

８１
５

７３
０

１
，０
１２

１
，０
２０

１
，４
５２

１
，４
２３

埼
玉
県
社
会
福
祉
協
議
会
「
平
成
２２
年
度
埼
玉
県
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
調
査
結
果
（
市
町
村
別
）」
，
所
沢
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
所
沢
市
統
計
書
（
平
成
２１
年
版
）」
，
飯
能
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
統
計
は
ん
の
う
（
平
成
２１
年
版
）」
，
狭
山
市
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
「
統
計
さ
や
ま
（
平
成
２０
年
版
）」
，
入
間
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
入
間
市
統
計
書
（
平
成
２１
年
版
）」
，
日
高
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
統
計
ひ
だ
か
」，
よ
り
筆
者
作
成

＊
：
所
沢
市
で
は
２０
０８
年
度
は
，
中
央
公
民
館
が
工
事
中
の
た
め
１
箇
所
減
少
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前者の，つまり団体に所属して活動するボランティアである。そして入間市と

飯能市では，団体ボランティアが人口に占める割合は２％強で，市民の５０人に

１人に相当する。一方，日高市は０．５６％，狭山市では０．３３％と少ない。所沢市

は５市の中ではその中間である。

一方，団体には所属せずに受け入れ先の募集に個人として参加する登録ボラ

ンティアは，５市の中では逆に狭山市が０．１２％と最も多く，日高市が０．０８％と

次いで多い。個人登録ボランティアはその人数自体がまだ極めて少数であるが，

狭山市では市社協のボランティアセンターが，受け入れ先団体・施設と個人ボ

ランティアの間の受給調整機関として，機能しているといえる。

団体ボランティアと個人ボランティアの合計では，最も多い入間市は人口の

２．２４％である。これに対して，狭山市は０．４５％であり，活動者の人口比では約

５分の１である。介護保険のような公的福祉サービス以上に，市民の活動の差

は大きい。

� 地域福祉の活動財源（共同募金）

民間福祉活動は行政から補助金を得ている場合もあるが，行政に依存するの

みではなく，地域住民によって自らの活動資金を確保することが望ましい。こ

の点で共同募金は重要な財源である。

表３bに示すように，２００９年度の一人あたり募金額は入間市（１４２円）や日

高市（１４１円）では多く，最低の所沢市（９０円）と比べて相当の差がある。中

央共同募金会の報告書によれば，方法別募金額の構成比は，法人募金（９．４％）

や街頭募金（１．９％）に比して，戸別募金（７４．２％）が圧倒的に多い６）。そして，

自治会・町内会などの地縁集団の組織力によって，戸別募金では市ごとに差が

生じると考えられる。一般的に，都市部では町村部と比べて募金額が低い傾向

がみられる。この点から，５市の中で所沢市が最も一人あたり募金額が少ない

理由が解釈可能であろう。

次に配分状況について，人口１万人あたりの募金の申請件数を算出すると，

日高市が３．３件で最も多く，所沢市は０．８件とやはり最も少ない。また，共同募

金の対象別配分（高齢者，障害児・者，児童・青少年，住民一般に区分）にも，

市ごとの違いがある。金額の構成比でみると，飯能市では住民一般の区分に全

６）中央共同募金会ホームページを参照。
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体の６１％が，狭山市では高齢者の区分に５６％が配分されており，特定の対象に

重点化されている傾向がみてとれる。また，障害児・者への配分ではとくに市

による差が大きい。所沢市では２６％，入間市では２５％と相対的に多いが，飯能

市ではわずか５％であり，障害者を支援する民間活動が少ないことが窺われる。

� 潜在的な市民の活動力

市民の地域との関わり方は個人差が大きい。飯能市『地域福祉計画』を策定

する際に，２００７年に筆者が実施した調査によれば，市民は大きく「福祉ボラン

ティア型」「社会教育型」「地縁型」「個人型」「消極型」に類型化された（渡辺：

２０１０）。この調査では，組織的な活動であるかを問わず，また無償のボラン

ティアと有償福祉活動の区別をせずに経験の有無を尋ねた結果，「福祉ボラン

ティア型」は全市民中の１１％であった。社協による把握よりも，かなり高めの

数字となっている。

とはいえ，たかだか１割の住民層にのみ期待をかけても，地域の福祉力の飛

躍的向上は望めないであろう。しかし，公共的な活動に参加している類型は他

に，「社会教育型」が１１％，「地縁型」が２３％存在する。これらの類型の市民は

仕掛け次第で，今後，福祉活動の一翼を担う可能性があろう。そこで表３cで

は統計資料による把握が可能であった公民館と老人クラブの活動状況について

も，示している。

�公民館

利用状況に関する各市の統計書では，共通の分類基準が用いられていない。

そのため，利用の詳細を比較することができないが，大づかみな数値として公

民館の設置数と延べ利用者数を知ることができる。そこで設置数を２００８年度

（ただし，所沢市では中央公民館が工事中のため，２００６年度）でみると，最も

多いのは入間市で１４箇所，次いで飯能市が１３箇所，所沢市が１２箇所，狭山市が

１１箇所，日高市が６箇所である。公民館設置数は人口規模からすれば所沢市で

多いことが予想されたが，そうではなかった。また，飯能市は人口に比して設

置数が多いが，これは市の面積が広いためといえよう。逆に面積という点では

入間市・狭山市・日高市はほぼ同じであることから，日高市では自分の家の近

所に公民館が設置されていないことが少なくないと考えられる。入間市は人

口・面積のどちらからしても他市と比べて設置数が多く，市民の活動拠点を多

く有している。

駿河台経済論集 第２１巻第１号（２０１１）

７０



次に，延べ利用者数から一人あたりの年間利用回数を算出してみると，所沢

市が３．１回，日高市が２．９回と，他の３市が約４回であるのと比べて低い。公民

館の設置数が少ない市では一人当たりの利用回数も少ない，という関係が示さ

れている。

�老人クラブ

今日，健康な高齢者は自治会活動やボランティア活動の主力となっている。

全国ボランティア・市民活動振興センター（２０１０）の『全国ボランティア活動

実態調査報告書』によると，６０歳以上のボランティアの全年齢に占める割合は，

実に６５．７％にものぼっている。一方で老人クラブは今日，加入率が低下する傾

向にあるが，そうであるとしても高齢者において参加率が極めて高い団体であ

ることには変わりない。会員間の親睦活動にとどまらず，地域に貢献する有力

な集団となる可能性があろう。

そこで行政による統計が公表されていない日高市を除く４市について，老人

クラブの活動状況を示した。老人クラブ会員資格はおおむね６０歳以上とされて

いるが，明確な法的規定があるわけではない。実際，今日は６０歳ではまだ就労

している場合が多いため，この年齢で老人クラブに加入することは，多くない

と考えられる。そこでここでは，加入者数を各市の６５歳以上人口で除したもの

を加入の高低を示す指標とした。

表３cでは２００６年度と２００８年度について示しているが，市による差が大きい。

２００８年度において最も加入率が高いのは入間市で１７．４％である。他の３市は

１０％をやや上回っているが，所沢市は９．１％と最も低い。

また入間市・狭山市・飯能市は老人クラブ助成金額が明らかにされているが，

一人あたりに換算するとそれぞれ，１，４２３円，１，０２０円，７３０円である。飯能市

は入間市の半額程度に過ぎず，格差が大きいことがわかる。

�．５市の問題と課題

ここでは以上に示した各市の特徴から，その問題や課題を人口規模の多い市

の順に整理する。

１．所沢市

所沢市は５市の中では最も所得の高い市民が多く，財政力指数も１．００を超え
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る富裕自治体である。一般会計における目的別歳出においても民生費の割合が

多い。また介護保険においても訪問介護事業などが整備されており，在宅サー

ビスの利用率が高い。その結果，介護保険料がやや高めで，他市と比較した場

合には高負担高福祉となっている。

しかし，公的福祉部門の水準が高いのに対して，民間部門における福祉力が

弱い。ボランティアとして活動している市民は多いとはいえず，共同募金の一

人あたり募金額は５市の中で最も少ない。また福祉分野だけでなく，他の市民

活動についても低調といえる。小地域で活動する老人クラブの加入率も低く，

地縁集団の組織力が弱いことが示唆される。公民館を拠点とするサークル活動

などは個人の趣味や関心などにもとづいており，地縁とは異なる組織原理によ

ると考えられるが，いずれにしてもあまり活発ではない。

２．狭山市

狭山市は従来は地方税における法人税割が他市と比べて際だって高い自治体

であったが，法人税は景気の動向に左右されやすい面があり，２００９年度ではこ

のような特徴がみられなくなった。そうであっても，財政上では５市のうち最

も富裕な自治体である。財政力指数は１．１２であり，財政の健全化判断の指標で

ある将来負担率も，他市に比べて格段に低い。一般財源等に占める経常収支比

率も低いため，自治体単独事業などを行う上でも余裕がある。

介護保険でも割高になりがちな施設介護給付費の割合が所沢市に次いで少な

いことで，第１号被保険者保険料を低く抑えることに成功している。しかし，

狭山市は財政面での好条件を必ずしも福祉分野に多く向けているとはいえない。

目的別歳出に占める民生費の割合は最も低い。

民間部門の福祉力も弱い。市民に占めるボランティア人口比が５市のうち最

も低い。共同募金の一人あたり募金額も低い。また募金の対象者別配分は他市

と比べて高齢者に偏っており，住民一般の区分が極端に少ないといった特徴が

みてとれる。

３．入間市

入間市は人口規模では中核市の所沢市の５割弱であるが，財政に関する指標

では所沢市とよく似た特徴を持つ。すなわち，財政力指数が１．００をわずかなが
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ら上回っており，目的別歳出における民生費の割合が高い。

しかし所沢市と異なり，民間部門の福祉力が高い。団体ボランティアや老人

クラブなどの加入率が５市のうち最も高く，共同募金の一人あたりの募金額も

多い。全体としてのバランスも良いといえる。

４．飯能市

飯能市は５市の中では財政的に最も厳しいといえる。歳入に占める地方税の

割合が低く，地方交付税交付金が多い。目的別歳出でも相対的に土木費が多く，

民生費への配分割合が低い。これは飯能市は面積が広く，道路や橋梁の建設な

どのインフラストラクチャーの整備の必要性が依然として高いためと考えられ

る。民生費が低い反面，介護保険サービスでは施設介護費の給付割合が高いこ

とが押し上げ要因になっており，第１号被保険者保険料が５市の中で最も高い。

しかし，民間部門の福祉力という点では，入間市とともに飯能市は市民の５０

人に１人がボランティアとなるなど，高い。ただし活動の内容は，共同募金の

配分金において障害児・者の区分が５％と極端に低いことから，分野に偏りが

あることが示唆されている。

５．日高市

日高市は人口５万人強の最も規模の小さな自治体である。財政面では飯能市

と共通する点が多く，財政力指数が１．００を下回っている。一方，介護保険給付

費では施設介護費の割合が５１．１％と５市中で最も高く，第１号被保険者の介護

保険料も飯能市に次いで高額になっている。

民間の福祉力という点では，日高市は共同募金の募金額や申請件数では，他

市と比べて活発と評価できるものの，ボランティア人口が少ない。公民館の一

人あたりの利用回数も最も低く，福祉に限らず市民の他の活動でも低調である。

�．自治体タイプ別の福祉力向上の方策

最後に５市の福祉力をタイプ分けした上で，その向上のための方策を検討す

ることにしたい。本稿での指標値は限られたものではあるが，福祉力は大きく

分けると，１）自治体の基盤となる財政状態や公的福祉部門によるサービス供

給と，２）地域住民の活動，とに分けることができる。そして５市の相対的な
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福祉力は，１）と２）の２つの次元を考慮すると，おおまかに図２のように評

価できるであろう。

すなわち，財政・公的福祉部門が強く，市民活動・福祉活動も比較的活発な

（Ａ型とする）入間市，財政・公的福祉部門は強いが，市民活動・福祉活動が

それほど活発ではない（Ｂ型とする）狭山市，及び所沢市，財政・公的福祉部

門が弱いが，市民活動・福祉活動が比較的活発な（Ｃ型とする）飯能市，そし

て財政・公的福祉部門が弱く，市民活動・福祉活動もそれほど活発ではない

（Ｄ型とする）日高市である。さらにＢ型には人口１５．５万人の中都市（B１型）

の狭山市と，人口３０万人を超える中核市（B１型）の所沢市がある。以下では，

タイプ別に福祉力向上の方策について述べたい。

１．財政・公的福祉部門が強く，市民活動・福祉活動も活発な中都市（Ａ型）

入間市は埼玉県西部地区５市の中では，財政・公的福祉部門，市民活動・福

祉活動ともに現状では良好である。それでは入間市の問題は何か。

介護保険における在宅福祉の推進が今後，課題となろう。現在のところは第

１号被保険者の保険料は３，５６１円で，全国平均からしても５市間の比較におい

ても，低く抑えることに成功している。しかし，介護保険サービスにおける

「居宅サービス」及び「地域密着型サービス」の割合が，所沢市が６８．２％であ

るのに比べて５３．９％とかなり低い。相対的に施設介護サービスが多いという利

用の構造を変えていかない場合には，後期高齢者の急増により，将来的に介護

保険財政が厳しくなることが予想される。

図２ 埼玉県西部地区５市の福祉力
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２．財政・公的福祉部門は強いが，市民活動・福祉活動があまり活発でない中

都市（B１型）

狭山市はこれまで富裕自治体であったものの，景気動向の影響が大きい法人

税収への依存度が高い，といった問題がある。５市の中で人口減少率が最も大

きいなどの制約条件もあるが，市民活動や福祉活動の活力を高めていく必要が

ある。

狭山市はボランティア団体数が少なく，他市と比べて団体ボランティアの活

動が低調である。一方で，個人登録ボランティアが他市と比べて人数が多い点

が評価できる。個人ボランティアの場合には通常，活動者と受け入れ先とのき

め細かい受給調整が必要であるため，ボランティア・コーディネータの存在が

不可欠である。狭山市社協では，常勤兼任２名，非常勤専任２名の計４名の

コーディネータが配置されている。１名のみの入間市（非常勤専任）や日高市

（常勤専任）と比べると，格段に人員面で充実している７）。

市民活動・福祉活動の活性化において取られる手法は様々であるが，キー

パーソンの発掘は鍵といえる。そのため狭山市の場合には，厚く配置された

コーディネータを活かして，個人ボランティアの中からキーパーソンとなりう

る人材を育成するなどのやり方が考えられる。

３．財政・公的福祉部門は強いが，市民活動・福祉活動があまり活発でない中

核市（B２型）

所沢市は東京都心に通勤するいわゆる「埼玉都民」が少なからずおり，地域

への関心が希薄といわれている。他の市と異なる点も多い。第１に，所沢市社

協では個人登録ボランティア制度が設けられておらず，団体に所属する以外に

はボランティア参加への選択肢がない。第２に，「老人クラブ」に当たるもの

は存在するが「長生きクラブ」と呼ばれている。従来の老人クラブ的なものが

好まれない住民気質があると考えられよう。第３に２０１１年４月１日から市役所

の組織改編により，地域の拠点施設である公民館と行政の出張所とが統合され，

７）これらの情報については，埼玉県社会福祉協議会・埼玉県ボランティア・市

民活動情報センターホームページ「市町村ボランティア情報・検索」を参照。
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「所沢市まちづくりセンター」が開設された。都心志向の強い地域であるがゆ

えの工夫が必要なことが窺える。

このような地域では，教育と福祉の接合が有効と考えられる。先述の飯能市

における筆者の住民調査では，福祉活動への知識・関心が高いのは予想通りに

「福祉ボランティア型」の住民であった。しかし，これに次いで高いのは「社

会教育型」であり，地域で実施されている講座などに参加する市民の潜在的な

活動可能性が示唆されたのである。

所沢市は生涯教育には熱心であり，高齢者大学だけでなく，一般市民を対象

とした本格的な所沢市民大学が開講されている。この大学では講座の企画・運

営にも積極的に市民が関与している。このような場で地域福祉の理念や実践に

ついての学習が深まることで，福祉活動に向かうことが期待される。

４．財政・公的福祉部門は弱いが，市民活動・福祉活動が比較的活発な小都市

（Ｃ型）

飯能市は先に述べたように財政的に厳しい状況にあるにもかかわらず，介護

保険会計では施設サービスの利用割合が高い結果，第１号被保険者保険料が高

くなっている。在宅介護を中心としたシステムへの転換を図る必要がある。

しかし地域の組織力が高く，「地縁型」の市民が多い。「社会教育型」の市民

が個人の資格で活動に参加するのに対して，「地縁型」は他者との人間関係か

らや集団の一員として，活動に参加する場合が多い。先の筆者の住民調査では，

「社会教育型」が障害者福祉などにも広く関心を示すのに対して，「地縁型」

は一人暮らし高齢者の見守りなど互酬的な活動に限定されがちになる，という

限界も見出された。そうであるとしても，引退世代どうしで相互扶助を行う活

動の基盤として，地縁にもとづく団体の活用を図るべきである。

５．財政・公的福祉部門が弱く，市民活動・福祉活動もそれほど活発でない小

都市（Ｄ型）

飯能市と同様に日高市は財政的に厳しい。介護保険事業会計でも第１号被保

険者の保険料が高額になる体質で，問題がある。また，ボランティアとして登

録されている市民が少なく，一般的な市民活動も公民館の利用回数を指標とす

る限りでは低調である。公民館設置数は日高市とほぼ同面積の入間市が１４箇所，
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狭山市が１１箇所であるのに対して，６箇所と少ない。市民の身近な活動拠点を

増やしていくことが先決である。物理的な環境の整備だけでは福祉力向上の十

分条件にはならないが，必要条件であるといえよう。

埼玉県西部地区は人口が横ばい，もしくは減少傾向にあるなか，日高市は大

規模宅地開発により，２０００～２０１０年の１０年間で６．１％増加した。新住民をいか

に活動に取り込むかを考慮した上での拠点作りが重要である。
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